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平成２１年３月１３日（金）　午前１０時００分​～１２時００分
２．場  所

ナビオス横浜
３　出席者
　【委　員】公益代表：柴田委員、三村委員、篠原委員、松本委員、浅海委員
　　　　　　労働者代表：柏木委員、市川委員、五十嵐委員、佐々木委員、高橋委員
　　　　　　使用者代表：佐伯委員、高木委員、柏原委員、三木委員、小澤委員
　【事務局】森岡局長、高渕総務部長、加藤労働基準部長、畑職業安定部長、

西村雇用均等室長ほか
２．議　題
　　（１）部会委員等の指名及び同意

　　（２）平成２１年度神奈川労働局行政運営方針（案）について

　　　　イ　労働局長総括説明

　　　　ロ　総務部長説明

　　　　ハ　労働基準部長説明

　　　　ニ　職業安定部長説明

　　　　ホ　雇用均等室長説明

　　（３）平成２１年度神奈川雇用戦略（案）

　　　　　　職業安定部長説明

　　（４）部会報告

　　　　　　職業対策課説明

　　（５）地域雇用開発促進法による「川崎市地域雇用創造計画」

　　　　　　職業安定部長説明

　　（６）質疑・意見交換

○近藤補佐  
おはようございます。定刻となりましたので、ただいまより平成２０年度第２回「神奈川地方労働審議会」を開催いたします。
  まず初めに、事務局より本日の各委員出席状況について御報告いたします。
○平野室長  
御報告いたします。現在、公益代表委員が５名、労働者代表委員が５名、使用者代表委員が５名、合計１５名の委員が出席されております。
従いまして、委員総数１８名のうち３分の２以上の御出席をいただいておりますので、地方労働審議会令第８条の規定により、本日の会議の開催及び議決ともに有効であることを御報告申し上げます。
○近藤補佐  
本審議会は、神奈川地方労働審議会運営規程第５条に基づきまして、原則として公開となっております。御発言者のお名前を含めた議事録をホームページ等で公開させていただくこととなっておりますので、御了承ください。
  また、議事録作成のために、御発言の際はマイクの御使用をお願いいたします。
  それでは、議事に入ります前に、事務局から資料の説明をさせていただきます。本日の資料につきましては机上の方に配布させていただきました。次第の下に資料目次一覧が入っておりますので、そちらで御確認をお願いいたします。
  まず、ファイリングしてあります資料ですが、事務局資料として１２部、総務部資料として２部、基準部資料として１４部、安定部資料として１０部、均等室として６部、以上となります。
  また、ファイリング資料とは別に、本日、追加資料といたしまして、４点ございます。上から「神奈川県内の労働状況について」、２点目が「労働基準行政の展開について」、３点目が「ふるさと雇用再生特別交付金」、４点目で「神奈川雇用戦略における各種取組状況」というものをお配りしております。
  それらかもう一点、使用者代表委員の方から事前質問が１点出ていますので、事前質疑事項ということで１枚紙を配布しております。
  なお、前回の審議会以降、労働者側委員の野村委員、佐藤委員及び使用者側委員の伊藤委員が御退任されております。本日新たに３名の委員の方に就任していただいておりますので、事務局から新たに就任される３名の皆様を御紹介させていただきます。
○平野室長  
それでは、御紹介させていただきます。お名前を御紹介させていただきますので、御着席のまま一礼いただければと思っております。
  初めに、連合神奈川事務局長  柏木委員でございます。
連合神奈川副事務局長  高橋委員でございます。
使用者側委員で相模鉄道株式会社業務推進室長  小澤委員でございます。
○近藤補佐  
ありがとうございます。それでは、これ以降の議事進行につきましては柴田会長にお願いいたします。それでは、よろしくお願いいたします。
○柴田会長  
おはようございます。それでは、早速、次第に従いまして議事を進めさせていただきます。
  まず、議題の１でございます。部会委員等の指名及び同意ということになっております。本日のこの資料の１、３、４に本審委員と臨時委員及び専門委員の名簿が提出されているということでございます。
  それでは、まず、これを簡単に御説明いただけますでしょうか。
○平野室長  
御説明いたします。
　本審議会には特別な事項を調査審議するための労働災害防止部会、家内労働部会及び港湾労働部会の３つの部会が設置されておりまして、部会の委員につきましては、本審委員のほかに臨時委員及び専門委員を任命し、各部会委員の指名につきましては地方労働審議会令第６条第２項により、部会に属する委員、臨時委員を会長が指名することになっております。今年度労働災害部会委員の中で野村委員、佐藤委員が退任されたことに伴いまして、委員の交代が必要となっております。
  これにつきましては、先ほども御紹介させていただきましたが、柏木委員及び高橋委員を局長から本審委員として任命しておりますので、本日、会長に指名をいただき、労働災害防止部会委員に任命するという運びを考えております。また、家内労働部会につきましては、臨時委員であった角谷委員が退任されておりまして、これにつきましても局長から谷津委員を既に任命しておりますので、本日、谷津委員につきましても会長に御指名をいただき、家内労働部会に任命することを考えております。
  そして、港湾労働部会につきましては、事務局資料４に専門委員候補者の１名の名簿がございます。専門委員につきましては、地方労働審議会令第３条第４項の規定により審議会の同意を得て局長が任命することとなっておりますので、本日の審議会で皆様の御同意をいただき、本日付けで任命するという運びを考えております。よろしくお願いいたします。
○柴田会長  
ただいま事務局に御説明いただきましたように、まず、労働災害部会の２名の委員の方と家内労働部会の臨時委員の交代に伴う委員につきましては会長の指名ということでございますので、これは私の方から、それでは了承という形でお願いをさせていただきます。
  それでは、次に、専門委員につきましては、これも今、御説明いただきましたように、本審委員である皆さんの同意を得るということになってございますので、皆様にお諮りをするということでございます。これは了承ということで、同意、よろしゅうございますね。
（「異議なし」と声あり）

○柴田会長　
ありがとうございました。
  それでは、御同意いただいたということで、名簿は先ほどのものでよろしいですか。配付になりますか。お願いいたします。
  名簿が配られたようでございます。こういう形でそれぞれの部会の委員が確定しているということで御了解いただきます。
  それでは、議題の２に移らせていただきます。議題２は平成２１年度神奈川労働局行政運営方針（案）についてということでございますので、まず、最初に局長の方から総括的な説明をいただきまして、次に総務部長、労働基準部長、職業安定部長、それから雇用均等室長の方からそれぞれを所管する事項につきましての御報告をお願いしたいと思います。
なお、質疑につきましては、事前に質問をいただいております。それも含めまして、議題の４の後で一括して御質問いただくというふうにさせていただきますので、よろしくお願いいたします。
  では、森岡局長、まず、よろしくお願いいたします。
○森岡局長  
おはようございます。委員の皆様方には日頃から労働行政に多大な御理解・御協力を賜っておりますことをこの場をお借りいたしまして改めてお礼申し上げるところでございます。
  本日は平成２１年度の行政運営方針につきまして御説明させていただきますとともに、地方雇用戦略、また地域雇用開発促進法に基づきます川崎市地域雇用創造計画について御審議いただく予定となっております。皆様方からの活発な御意見を賜りまして、今後の行政運営に生かしてまいりたいと考えておりますので、どうぞよろしくお願いいたしたいと思います。
  私からは神奈川県内の労働状況についてお手元にお配りしております資料と、それから神奈川行政運営方針につきましての概括、概要について御説明させていただきたいと思います。
○柴田会長  
局長どうぞお座りください。
○森岡局長  
神奈川県内の労働状況についての追加資料をお開きいただきたいと思います。
  県内の経済情勢・雇用情勢につきましては既に委員の皆さん御承知のとおりでございますけれども、１ページでご覧いただけますように、有効求人倍率、この緑の線でございますが、例えばこの１年前２０年２月は０．９４倍でございましたが、急激に下がりまして、この１月は０．６６倍という状況になっているところでございます。
  次の新規求人・求職者の動向で、求人・求職がどうなっているかというのを下の枠外の３段の表でごらんいただきますと、新規求人につきましては５．９ ％ということで、最近若干下げ幅が１０％台から１桁台に１月には下がったという状況でございます。一方、新規求職につきましては、対前年度比４２．６％増ということで約５割増しの非常に多くの求職者の方がハローワークにおいでいただいているという状況でございます。
  次の３ページでこの求人倍率の推移、過去の推移で０．６６倍という有効求人倍率が過去どういう状況の時かというのを見ますと、平成４年が有効求人倍率で０．７８倍、５年が０．４９倍で、平成５年の頭の状況まで落ちてきた。就職氷河期に入ったところで、要するに就職氷河期の入口の段階の状況まで落ちているという状況でございます。
  次に産業別の求人動向をご覧いただきたいと思います。４ページは実数ですのでわかりにくくなっておりますので、対前年同月で見たものを５ページの所にお付けしてございます。グラフは非常に黄色い線で見にくいですけれども、一番下の方、現在非常に下がっている黄色い線が製造業でございまして、その下の表でご覧いただきますように、上から３番目の製造業で見ますと、▲６４．２５ ％で、対前年の６割以上減ってしまっている。製造業の求人が非常に落ち込んでいる状況でございます。一方、医療福祉等におきましては最近求人をいただいておりまして２割増の求人が出てきているといった状況でございます。
  規模別に見たのが５～６ページでございます。これは実数ですが、ハローワークの求人は１００ 人以下の小さい規模の事業所からの求人がほとんどでございます。これは対前年度同月で見たのが次の７ページでございまして、それぞれの業種においても、特に最近落ち込み幅は減っておりますけれども、規模の小さいところにおいて２１年１月で見ますと、２９人以下の場合▲１３．８９％といった形で１００ 人以下の規模で下がってしまっているという状況でございます。
  次は神奈川の地域別に見たものでございますが、８ページが実数で全体的に下がっておりますし、次の９ページの対前年比でご覧いただけますように、全部が下がっている。県西地区が０．４４ポイントの低下ということで一番大きな低下になっているという状況でございます。
  また、正社員の求人動向につきまして１０ページでございますが、これもご覧いただけますように、現在０．４３倍ということで、非常に正社員求人数も低下しているという状況でございます。
  最後に、１１ページのところに求職者がどういう経緯で求職者としてハローワークにおいでいただいたかというのを付けてございますが、この真ん中辺で、前職が雇用者であった方について、事業主都合で離職された方、要するに解雇とかやむを得ない事情でお辞めになった方でございますが、こういった方が２１年１月では、対前年比１５７．９ ％、要するに前年の２．５ 倍になっているという状況で、非常に、この解雇等やむを得ない事情で離職された方が増えている状況でございます。
  そういったこともあって、全体の離職者も５３．３％の増加でございますし、やはりこういう景気情勢の中で次の職を在職中から探す、または契約期間が切れる前から探される方が在職者でして３１．６％の増ということで非常に増えている状況でございます。
  こういった雇用情勢を背景に今回の２１年度神奈川労働局行政運営方針を作成させていただいているわけでございますけれども、このファイリングしている資料の事務局の６というところが運営方針でございます。お開けいただきたいというふうに思います。
  次のページに目次を付けてございますけれども、目次にございますように、２１年度の神奈川労働行政局運営方針におきましては、まず第一番に神奈川の緊急雇用対策を掲げまして、この経済情勢の対応というのを最重点として掲げているところでございます。
  その後、いろいろな行政課題等について対応していくということを書いているところでございますけれども、行政課題につきましては第２のところの１番目でございますが「現下の経済情勢における雇用維持・創出、法定労働条件の確保」といったものを１つ目に掲げまして、２番目「働く意欲を有するすべての人たちの就業の実現」、３番目「安定した雇用・生活の実現と安心・納得して働くことのできる環境整備」といった課題への対応ということを打ち出しているところでございます。
  行政運営に当たっての基本対応でございますが、１０ページをお開きいただきたいと思います。基本的対応としましては、１番、１０ページの下の方の第３の１にございますように総合労働行政機関としての機能を発揮するということで、労働局において基準行政、安定行政、均等行政がございますけれども、一体になって、この経済情勢または労働行政の課題に対応していこうということを挙げております。
  ２番目で計画的・効率的な行政運営を図る。これは当然のことでございます。
  ３番目、次の１２ページでございますが、神奈川労働局、神奈川という地域にあって、国の機関ですけれども、神奈川という地域にあって運営を行っているわけでございまして、地域に密着した行政を展開していくということで、地域の経済社会の実情と適格な把握をしまして、神奈川県等地方公共団体との連携を強化しよう。また、神奈川県内におけます労使団体等関係団体との連携を強化していきたい。こういったことを重点課題として行政を運営していこうといったことを書かさせていただいているところでございます。
  それぞれ各部の行政運営の内容につきまして担当部長の方から引き続き御説明させていただきたいというふうに思います。
○柴田会長  
ありがとうございました。まず、いきなり局長の方から県内の厳しい労働状況というのを示されたわけでございます。
  それでは、引き続きまして、それぞれの所管の御説明をいただきます。それでは総務部長から総務部所管につきましてお願いいたします。
○高渕総務部長  
総務部長の高渕でございます。よろしくお願いします。
○柴田会長  
どうぞ、お座りください。
○高渕総務部長  
では、座らせて説明させていただきます。
  総務部の所掌事務について若干御説明申し上げますと、前回にもお話をさせていただいておりますが、人事・給与や会計経理など企業の総務部門と同様な業務のほかに、労働局におきましては労働保険の適用や保険料の徴収といった業務、更にもう一点、個別労働紛争処理の業務も担当しております。
  そこで、私から平成２１年度におきます行政運営において重点施策として取り組む事項のうち、今、局長から説明がございましたこの同じ資料の４７ページ以降に書いてございます事項について御説明申し上げたいと思います。
  ４７ページ以降でございますが、まず初めに、労働保険制度の適切な運営に関してでございます。
４７ページの項目５以降でございますが、労働保険制度は労災給付、失業給付を通じまして、労働者の福祉の増進に寄与するとともに労働行政を財政面から支える重要な役割を担っている制度でございまして、神奈川労働局におきましても制度の健全な運営、費用負担の公正等の観点から保険の適用促進、滞納整理、年度更新、労働保険料算定基礎調査等に重点を置いて取り組んでいるところでございます。
  中でも労働保険の未手続事業の一掃につきましては重点的な課題の１つと位置づけまして、平成20年度から22年度までの３か年を区切りといたします労働保険適用促進実施計画を策定して取り組みを進めておるところでございます。
労働保険の適用促進につきましては、これまで既に存在している未手続事業場に加えまして、毎年相当数新たに設立される新規事業においても認識不足等により、また新たな未手続事業が発生するということなどによりまして、依然として相当数の未手続事業が常態として存在してございます。　今後とも関係機関との連携も深めながら未手続事業の的確な把握や、職権によります労働保険の成立手続をきちんと進めるといった取り組みをして、未手続事業の更なる解消を推進する必要があると考えてございます。
  行政の再三の指導にもかかわらず自主的に労働保険の成立手続を取らない事業主に対しましては、職権による成立手続を実施するということでございますが、概ねその職権成立に向けまして事前の調査、立入検査をやっていく過程におきまして、そういう段階になりますとかなり自主的な成立手続を取っていただくということで、実際には職権成立というケースは非常に少ない状況ではございます。
  神奈川におきます労働保険適用の事業所数及び保険料の徴収決定額の状況について一言申し上げますと、事業主全額負担の労災保険と労使折半の雇用保険、これらを合わせまして労働保険でございますが、徴収決定額の方は確定したものとして平成19年度の数字でございますが、１，８９２ 億円となってございます。労働保険の適用事業所数としては平成１９年度末現在で１４万１，０００ の事業所がございます。これに対しまして、収納いたしました保険料額が１，８３６ 億ということで、収納率という率で表わしますと、９６．９９ ％でございます。次年度につきましても、特に高額累積滞納事業所を重点に効果的な徴収業務の取組を実施して、収納率の向上を図っていく所存でございます。
  次に、同じ資料の４８ページ以降、項目６以降でございます。「個別労働紛争解決制度の積極的な運用」について御説明申し上げます。当局におきましては、労働問題に関するあらゆる分野の相談に適切に対応するために、県内１４か所の総合労働相談コーナーというものを設置いたしまして、そこに総合労働相談員を配置し、アドバイスによります自主解決の促進や情報提供といったワンストップサービスを提供するとともに、神奈川労働局長による助言指導、更には弁護士等の有識者で構成いたします神奈川紛争調整委員会によります労使紛争事案の「あっせん」を展開し、労働問題に関する紛争の未然防止や自主解決への援助、簡単・簡易で迅速・無料の紛争解決を図る取組を行っているところでございます。
  この制度は平成１３年度に発足し年々相談件数等取扱件数が増えてございまして、昨年度１９年度においてはとうとう相談件数全体が５万件台、前年比１割以上増加してございます。助言指導の申出も１６８ 件、あっせん受理件数も２００ 件台で推移してございます。本年度の状況はまだ今日現在まで整理ができておりませんが、上半期だけで見ても、個別紛争の相談件数、助言・指導の申出件数、あっせん受理件数ともに過去のどの半期の状況よりも上回っておりましたので、本年度は多分過去最多の取扱い件数になろうかと推察されております。
今後とも県内におきます個別労働紛争解決のための取組を一層効果的に機能させるため、県、労働委員会、横浜市、川崎市、横浜地方裁判所、労働審判制度でございますが、これらと個別労働紛争解決制度関係機関連絡協議会というものを持ってございます。こういったものの開催を通じまして、更に関係機関相互の緊密な連携を図ってまいりたいと考えております。
私からは以上でございます。ありがとうございました。
○柴田会長  
ありがとうございました。それでは、続きまして、労働基準部長の方から、基準部所管、お願いいたします。
○加藤基準部長  
基準部長の加藤でございます。
それでは基準部所管の事項につきまして本日の追加資料の２番目に「労働基準行政の展開」という資料を付けさせていただきました。行政運営方針をより簡潔にまとめたものでございますので、時間が限られておりますので、これに基づいて説明をさせていただきたいと思います。併せて、本体の基準の１～１４まで資料、インデックスのついたものがございますので、適宜それも参照していただきながら説明をさせていただきたいと思います。　
基準行政の展開の冒頭のところに先ほどから話が出ておりますが、急速な経済情勢の悪化の中で基準行政を取り巻く状況についての基本的な認識ということを冒頭５行にまとめさせていただいております。その上で全ての労働者が健康で安全かつ安心・納得して働くことができるように４つの柱を立てて取り組んでいきたいというふうに思っております。
  ６行目に「厳しい経済情勢下での法定労働条件の確保等」それから２つ目が「長時間労働の抑制及び過重労働による健康障害防止」、３番目が「自主的な安全衛生活動の促進による労働災害防止」、４番目が「迅速・適正な処理による労災補償」、こういったことで２１年度の行政を重点的に進めてまいりたいと思っております。
  もう少し詳しく見てまいりますと、まず、１つ目がこの厳しい経済情勢下での法定労働条件の確保等のためにということで、展開の１ページの下のところにグラフがございます。監督署窓口に持ち込まれた申告件数の平成に入ってからの推移でございますが、平成２０年に一番多くの件数になっております。これは今年、年が明けて２１年になってから更に増加傾向というような状況でございまして、しかもその４分の３は賃金不払い関係でございます。
  これらの状況を踏まえまして、この１ページの真ん中辺りに「・」が３つありますけれども、１つにはやはり監督指導、これを積極的に実施して、労働基準関係法令違反の未然防止に努めたいと考えております。それから、１つ目の「・」の「また」というところにありますが、法違反がなければそれでいいということではなくて、労働契約法や裁判例に照らし不適切な取扱いがなされないよう啓発指導も行ってまいりたいというふうに思っております。
  また、大変倒産件数も増えております。これによって賃金が受けられないまま退職した労働者については未払賃金立替払い制度、これを迅速・適正に適用してまいりたいと思っております。
本体資料の基準の２というところに、これは色刷りのリーフレットを今回付けさせていただいておりまして詳細は省かせていただきますが、この厳しい経済情勢下での労務管理のポイントということで基準法または労働契約法、裁判例、こういうものを具体的にわかりやすく解説したリーフレットでありますが、これを使って指導をしてまいりたいと思っております。
  またＰＲ版に戻っていただきまして２ページでございますが、労働者の解雇とか雇い止めというような非常に厳しい状況がございますが、企業に残った労働者についても過重な負担を強いる、そういう可能性がございます。そういう意味で「過重労働の解消」ということを２番目に掲げております。具体的には時間外休日労働の削減、または長時間勤務した方についてはここに絵がございますが、医師による面接指導制度、こういうものをきちっとやっていただくように周知徹底を図ってまいりたいと思っております。
  それから３番目の「労働者の安全と健康確保のために」ということでございますが、２ページの下にグラフがございます。これは死亡者数の推移でありまして、見ていただきますと、平成１９年が５８件、過去最少記録を出していただきました。平成２０年は実はまだ速報値という段階でありますが４４件、非常に目覚ましい成果を上げていただいております。過去最小記録を塗り替えるのは間違いない状況と大変喜んでいるところでございます。
次に３ページの上のグラフを見ていただきますと、こちらは休業４日以上の死傷者数の推移でございます。これも１９年までは確定数値ですが、２０年は推定値と、死傷病報告がまだ昨年の分が報告されつつありますので、推定をいたしましたところ、その前の年は７、０９６ 件に対して、７、１０５ 件ぐらいになるのではないか、つまり微増するのではないかというふうに見ておりまして、残念ながら死亡災害のように減少とは、なっておりません。
  このような状況を踏まえまして、この３ページの真ん中辺ですが、平成２１年度の安全衛生について何をするかということをまとめさせていただいております。一番はアの「自主的安全活動の促進」ということで、第１１次労働災害防止推進計画も踏まえまして、平成２１年度はリスクアセスメントの実施の促進・定着を最重点に掲げて取り組んでまいりたいという方針を立ててございます。
そのほか、イでは「派遣労働者等の安全衛生対策」、また、次のページになりますが、機械災害とか墜落・転落災害というところが非常に集中して災害が発生しておりますので、特定災害の対策にターゲットを絞って進めたい。また、業種的に見ても製造業、建設業というのがございますので、これについても集中的な指導をしてまいりたいというふうに考えております。
  それから（３）「石綿による健康障害防止対策」についてでありますが、特に石綿が使用されている建築物の解体の作業、これは至るところで行われておりますが、その際に労働者がばく露する危険というのがございますので、このばく露防止対策を重点に進めてまいりたいと思っております。
  また、５ページの（４）でございますが、「労働者の健康を確保するための施策の展開」ということで、これは各企業も大変重要視しておりますが、メンタルヘルス対策、これを最重点に掲げまして、メンタルヘルス対策支援センターまたは地域産業保健センター、こういうところも活用しながら、必要な知識の普及・啓発を図ってまいりたいと思っております。
これらについて、本日、資料を幾つか出させていただいておりますので、ご覧いただきたいと思いますが、基準資料の７でございます。ここではリスクアセスメントの一番根本的なところといいますか、基本的なことについてリーフレットから抜粋をしておりまして、説明は省略させていただきますが、これを最重点で進めてまいりたいと考えております。
  それから、資料の基準の８でありますが、特に足場からの墜落災害防止のため、労働安全衛生規則が改正されました。今年の６月から施行になりますが、主な内容は足場の種類に応じて墜落防止措置として「下さん」とか「中さん」とか、手すりを今後２段につけていただきたいということとか、落下防止のための「幅木」をつけていただく、それから足場について、点検をしたり記録をしていただくというようなことが安全衛生規則で改正になりました。これをしっかり周知して、墜落防止に資したいというふうに思っております。
  それから、基準の９、これは石綿障害予防規則なり安全衛生規則の改正がございます。資料９の１ページの改正の趣旨の冒頭のところを見ていただきますと、特殊健康診断、健康管理手帳交付の対象業務、現在は石綿等を直接取り扱う業務に限られていたわけですが、その周辺における業務につきましても、石綿特有の症状がある場合にはやはり対象に加えていくというようなことで、直接的業務以外に間接業務にも拡大をするというような改正がなされております。
  それからもう一つ基準の１０、これは石綿障害予防規則の一部改正ということで、これは真ん中辺りに改正の内容というのがございますが、石綿の解体等の作業をする際に事前調査をしていただきまして、その調査結果を労働者が見やすい箇所に提示をしていただく、そういう義務を課しております。そのほか、隔離措置とか作業の際の電動ファン付呼吸用保護具の使用などについても改正がなされております。
  続きまして、またＰＲ版の方に戻っていただきまして、６ページでございます。真ん中より下に、「労働条件確保・改善対策の推進のために」ということでございまして、法定労働条件について厳しい経済情勢下でもこれはきちっと遵守・確保されなければならないということで対策を進めたいと思っておりますが、特に、昨年よく言われました名ばかり管理職というような点につきましては、管理監督者の範囲の適正化ということを推進していきたいと思っております。また、賃金不払い残業についても引き続き厳正に対処したいと思いますし、派遣労働者、請負労働者、自動車運転者等、特定分野の労働者の労働条件履行確保にもしっかり対応してまいりたい。更には労災かくしについても厳正に対処したいと思っております。
  それから、労働基準法の改正がございます。これについての周知を図りたいと思っております。これはまた後で資料を見ていただきます。
  それから、引き続き５番の「多様な働き方が可能となる労働環境の整備のために」ということで、いわゆるワークライフバランスでございますが、これは労働者の働き方の根本にかかわるものでございます。中長期でしっかり取り組んでいくべき課題と認識しておりまして、「神奈川仕事と生活の調和推進会議」で提言をいただいておりますので、その周知を中心に社会的機運の醸成を図ってまいりたいと思っております。
これらについての資料ですが、参考資料の３番をまず見ていただければと思います。これは労働基準法の一部改正でありますが、これは来年の平成２２年４月１日から施行されるということで、これから政省令が具体的に出てまいりまして、その後、しっかりと周知を図って来年の４月を迎えたいと思っております。
  内容としては１か月に６０時間を超える時間外労働を行う場合には従来２５％の割増率が50％に引き上げられる。なお、これについては中小企業は当分の間、引き上げが猶予されるということでございます。それから２つ目は割増賃金の支払いに代えた有給の休暇の仕組みが導入されるということで、今回、２５％から５０％に引き上げる、その引き上げた差の２５％分について割増賃金というお金で対応するのではなくて、休暇、時間を付与するというふうに対応することも可能にするということでございます。また、裏のページでは、割増賃金の引き上げなどの努力義務を労使に課すということで、１か月４５時間を超える時間外労働を行う場合には２５％を超える率で決めていただきたいというような努力義務をお願いしております。そして、年次有給休暇については時間単位で取得できるようにするというような改正内容でございます。これはこれから周知に努めてまいりたいと思います。
  次に、１つ飛んで、基準の５でございますが、ワークライフバランスの提言を付けさせていただいております。膨大なものなのですべてを紹介できませんが、ここでは神奈川の実情というのを十分議論をいたしまして、それに見合った提言にしようということで審議が行われました。
この資料の５ページを見ていただきますと、ワークライフバランス実現のための具体的な取組ということで、（１）で機運の醸成、これは労使、行政、ともにやっていきましょうと、（２）で、就労による経済的自立という観点からは、企業または行政それぞれ役割分担をして取り組んでいくといった内容になっております。
６ページでは健康で豊かな生活のための時間の確保、（４）で多様な働き方の選択、それぞれの柱について企業、行政でなすべきことについて明確にして提言をしたということでございます。また、７ページにも神奈川における数値目標ということで、神奈川についてこの８ページにある数値目標を掲げさせていただいて、取り組むというようなことも提言の内容となっています。
一番最後、15ページに、この推進会議の参集者の方々の名簿が出ております。本日おいでいただいている皆様方にも参画していただいているところでございます。
  ＰＲ版の７ページでございますが、「最低賃金制度等の適正な運営のために」ということでございます。
最低賃金につきましては、神奈川地方最低賃金審議会において、県下の諸情勢を総合的に勘案し、慎重かつ十分な審議を行っていただいて答申をいただいておりまして、それに沿って改正を行っております。特に行政としては、改正された最低賃金の周知と履行確保に万全を期しているところでございます。
  また、７ページの下に書いてありますが、適用除外という制度から減額特例という制度に変わりましので、この円滑な移行、６月３０日で前の許可が失効しますので、その円滑な移行ということにも力を入れたいと思っております。
  次のページで家内労働の関係についてでありますが、基準の資料の１２を見ていただければと思います。家内労働の神奈川における現状をまとめさせていただきましたが全国的にも委託者数、家内労働者数とも減少傾向が続いております。
県内では現在３，７００ 名余というのが家内労働者の数でございまして、前の年より１４％ほど減少しております。この資料の２ページ目では、最低工賃対象業務というのが表に出ておりますけれども、特にこれは３業種決まっておりますが、スカーフ・ハンカチーフ製造業の家内労働者数というのが右から２つ目の欄にありますが、１２３名と非常に減少してきております。実は、全国的な目安として最低工賃の廃止を検討する目安というのが１００人というふうに言われておりまして、それに近づいているというような状況でございます。
  最後にＰＲ版の８ページの「被災労働者の保護を図るために」ということで、幾つかグラフを出させていただいておりますが、８ページの下は労災保険給付額、労災給付件数の推移でございます。　労災保険給付件数は黒の棒グラフですが、２６万９，０００ 余ということで、前年より増加をしております。保険給付額は一番上の折れ線グラフですが、３６８ 億円余ということで微減しております。新規受給者数、これは黒い棒のために数字が消えおり申し訳ないんですが、平成１９年度は３万６、５５４ 、１８年度も３６という数字が隠れておりますが、若干減少しているというような状況でございます。
  それから、９ページは、ちょっとこれはタイトルがなくて申し訳ございませんが、左側は脳・心臓疾患の労災請求件数と認定件数、右側は精神障害による請求件数、ご覧のとおり、年々増加をしているという状況でございます。これらについて迅速・適正に処理をするよう引き続き努力してまいりたいと思っております。
  その下が石綿に関する保険給付の推移と、平成１８年から石綿救済法による請求決定というのが出ております。石綿救済法については、今年の３月27日までに出していただくというふうにいったん決めていたわけですが、これを改正いたしまして、基準の１４の資料ですが、３年間、特別遺族給付金の請求期限が延長され、２４年の３月まで出すことができるというふうになっております。これらも周知しながら、適正に行ってまいりたいと思っております。
駆け足でわかりにくかったかもしれませんが、以上でございます。
○柴田会長  
ありがとうございました。いろいろな苦情相談等の件数も増えているということのようです。また、新しい労働法の改正等々で今後もいろいろな問題があるということでありました。
  それでは、引き続きまして、職業安定部長の方から、安定部の所管につきまして、よろしくお願いいたします。
○畑安定部長  
職業安定部長の畑でございます。私の方から、職業安定部所掌の部分につきまして、行政運営方針の内容について御説明いたしますが、その前に今年度の取組の状況について簡単に御説明したいと思います。
  本日、机上に配布させていただいた追加資料の中でＡ４の１枚物、縦紙ですけれども、「神奈川雇用戦略における各種取組状況」という表がございますが、こちらの方をご覧ください。

職業安定行政では毎年度各種目標を設定いたしまして事業に取り組んでいるところでございます。１番の「地方計画策定項目」ということで、就職率、雇用保険受給者の早期就職割合、求人充足率、障害者の就職率、この４項目につきましては、県内１５か所にハローワークがございますけれども、各所においてもそれぞれ目標を設定し、四半期ごとにその実績を踏まえて労働局の方でヒアリングを行って進捗状況の管理を行うという項目でございます。
  これにつきまして、特にこの就職率と雇用保険受給者の方の早期就職割合が非常に苦戦しているところでございまして、就職率２５．５％を目標にしておりましたが、第３四半期までの４月から１２月の実績で２１．６％と目標に対して▲３．９ポイントとなっておりますけれども、これは冒頭に局長の方からの説明にありましたように、就職率といいましてハローワークに新規に求職に来られた方に対しまして、何人ハローワークの紹介就職ができたかという比率を取っておるのですけれども、１２月、１月と対前年に比べまして１．４ 倍、１．５ 倍の求職者の方が来られておりますので、どうしても数字として見ると非常に厳しい状況になっております。特に１月の就職率を見てみますと、１４．７％ということで、大変厳しい状況になっております。そういったところから、大変苦戦している状況でございます。同様に、雇用保険受給者の早期就職割合も非常に厳しい状況が続いておるということです。
  一方、その求人の充足率、これはいただいた求人に対してどれだけ斡旋して、人材を雇い入れていただけたかというところですけれども、これにつきましては、求人は対前年に比べて大体１割程度ずっと減少傾向が続いておりますけれども、そういった求人の少ない中で求職者の方が応募されるということで、充足率の方は目標に比べて１ポイント上回っているという状況です。
  障害者の就職率につきましては、これはちょっと出し方が若干複雑でございまして、数字をそのまま比較することができませんので、前年同期と比較いたしますと１３．１％というのが前年に比べまして０．９ポイントアップしているということで、障害者の方の就職につきましては事業主の方の理解もかなり進んでおり、非常に善戦しているという状況にあります。
  （２）以下の「目標策定項目」というのはハローワークで行っております各種事業のうち主要な事業につきましてそれぞれ目標を定めて事業を運営しているところです。ほぼ順調には推移しておりますが、１つ大きいのが５つ目の「フリーターの常用雇用者数」というのがございます。
目標値１万６，０００に対して８，３１４人と、本来７５％進んでいれば順調なわけですけれども、半分ちょっとしかまだ達成していないということで、非常に就職状況は厳しいのもありまして、就職の数が上がらないというのも若干仕方がないところがあるんですけれども、目標が少し高過ぎたのかなという反省もしております。
  １９年度は８，０００ 人という目標でしたが、これは全国でのフリーターの方の常用就職を２５万人挙げましょうということで１９年度、取り組んでまいりまして、私どもも８，０００ 人の目標に対して、１万４，０００程度、非常に進んだわけですけれども、今年度は目標を１万６，０００に倍増しておりますけれども、全国では25万から35万に全体を引き上げておりましたので、やや目標が高過ぎたのかなという反省もございます。その他の事業についてはほぼ順調に進捗しているところでございます。
それでは、行政運営方針について御説明したいと思います。
事務局資料の６をご覧いただけますでしょうか。最初に目次の方をご覧いただき、Ⅰとしまして、冒頭に局長からも説明がありました神奈川緊急雇用対策ですが、私の方からまた説明させていただきます。
  ページを繰っていただきますと、第４の３というところで「職業安定行政の重点施策」ということで、（１）～（14）まで非常に項目多く並んでございますけれども、（１）は目標数を書き並べているだけであります。（２）以降が実際の施策についての方針を定めております。
  私どもとしましては、１番といたしまして（２）のハローワークにおける職業紹介業務、２番が障害者対策、３番が若年者対策、４番が高齢者、５番が女性と、この５本柱を中心に２１年度も事業展開をしてまいりたいと考えておりますので、この辺りを中心に御説明したいというふうに思っております。
  では、本文の方、１ページ目でございますが、まず、神奈川緊急雇用対策について御説明いたします。本文２つ目のパラグラフにありますように、非常に厳しい状況を受けまして、１１月の２８日に神奈川県や関係機関と連携しながら神奈川緊急雇用対策本部というものを立ち上げまして、ここにありますような雇用機会の確保、非正規雇用労働者の雇用の安定、助成金制度を活用した雇用の安定対策、新規学校卒業者対策、この４本柱で雇用対策というのを打ち出してございます。
  以下、その概要でございますが、まず雇用機会の確保につきましては、非常に求人が減少していることで、緊急の求人開拓をハローワークの総力を挙げて取り組んできたところでございます。
  ２番目が非正規労働者の雇用の安定対策ということで、県内の１５か所にハローワークがございますけれども、１３か所に「安定就労支援コーナー」を設置いたしまして、非正規労働者の方々の就職支援を担当者制により手厚く対応してきたところです。
  ３番目の雇用の安定対策は、各種助成金が補正予算等で創設されておりますので、こういった助成制度の周知・活用促進を図って来ております。
  ４番目が新規学校卒業者対策ですが、最近、一部マスコミ等でも報道されておりますけれども、内定取消しの動きがやはり県内にも幾つか出てきておりまして、取消しをする前にハローワークに事業所から通知が来ることになっておりますので、その際にはできるだけその内定取消しに対して回避や撤回するよう強く指導してきたところでございます。
  続きまして、次のページ（５）その他の関連対策といたしまして、基準監督署や企画室に設置されています総合労働相談コーナー等で特別相談窓口を開設して対応してきたというところでございます。
  ２番としまして、いわゆる昨年の１０月に政府として生活支援、また１２月に緊急対策というものを政府として政策決定しておりますけれども、これらを受けまして、今年度の第２次補正予算というのが先般成立し、現在、各種対策に取り組んできているところでございます。
ここの中でも（２）としまして、非正規労働者の方々への就職支援が非常に重要だということで、更にハローワークの方に「キャリアアップコーナー」という非正規労働者の方専門のコーナーを配置いたしまして、現在稼働の準備を進めているところです。
  あと３番目の採用内定取消しにつきましては、１月１９日に非常に悪質な採用内定取消しをする企業名について公表するという制度が新たに発足いたしましたが、こういった制度も活用しつつ、各種助成金を周知しながら、内定取消し問題について対応していきたいと考えております。平成２１年度につきましても、こちらの緊急雇用対策につきまして、確実に実施していきたいというふうに考えております。
  続きまして、飛びますが１６ページをご覧いただけますでしょうか。１６ページのところで各分野ごとの連携した対策の推進という中で、（３）で、職業能力開発行政との連携というのがございますが、ジョブ・カード制度について触れておきたいと思います。
今年度から本格的にジョブ・カード制度がスタートしておるわけですけれども、（７）として１６ページの一番最後にありますけれども、職業能力形成プログラムという、これは実戦的な職業訓練をフリーターの方々に提供することによって安定した雇用に結びつけていこうというのが概要でございますけれども、この中で、企業との雇用関係の下で３か月から６か月間ぐらい有期実習型訓練というのを現在やっております。
  ２つ目のプログラムとしまして、次の１７ページ目の上の方になりますけれども、実践型人材養成システムというのがございます。これは主に新規高卒者の方々を対象としまして、６か月から２年間程度、企業の雇用関係の下で訓練をしていただくという制度です。それ以外に、日本版デュアルシステム、これは職業訓練ですが、事業所の実習と民間企業訓練機関の座学を組み合わせた訓練でございますが、こういった種類の訓練をフリーター等の方々に提供して、その結果等をジョブ・カードと呼ばれる様式に記載することによって、今後の求職活動にも活用していこうというのがこの制度でございますが、２１年度も引き続きジョブ・カードの活用を努めてまいりたいと思います。
  続きまして、２７ページのところからになります。３番「職業安定政策の重点施策」ということで、ここで一部訂正がございまして、誠に恐縮でございますが、私どもの準備の不手際で、目標値について修正漏れが出ております。申し訳ございません。
  最初に就職率の方が紙上２５％とございますが、先ほど申しましたように大変厳しい状況でありますので、各種指標を推計した結果、来年度１９％の目標で行きたいと考えてございます。次の（イ）の雇用保険受給者の早期再就職割合につきまして、現在お配りしている紙では２４％となっておりますけれども、こちらは２６．５％と訂正いただきたいと思います。求人充足率が２７％とございますけれども、これは２０．５％の目標に設定したいと考えております。
  目標につきましては以上で、次に中身の方は２８ページの方から主要なところのみ説明をさせていただきたいと思います。
  まず、最初が（２）の「効果的なマッチング等による雇用対策の推進」ということで、主にハローワークで行っております的確な求人・求職のマッチングというところです。（ア）のところ、ハローワークでの特性、専門性を生かした職業相談・職業紹介を実施していくということでございます。
２９ページの（ウ）になりますけれども、特に２１年度は先ほど申し上げましたように非常に求人が減少しておるということで、特にこの（ウ）の効果的な求人開拓の実施のところに力を入れて業務を運営していきたいというふうに考えております。なお開拓する求人内容について、これまでは質的な求人の確保を中心に考えており、例えば、正社員の求人なり、非常にニーズの高い求人、業種、職種についての求人開拓を進めてまいりましたが、非常に量的に求人が足りていないということで、来年度はまず量的な確保を中心に求人開拓を行っていくということを中心的に考えてございます。
  ２９ページの下の方のイの方で、求職者の個々の状況に的確に対応したハローワークの就職支援ということで、（ア）にありますように、ハローワークの方に就職支援ナビゲーターあるいは、就職実現プランナーというものを配置しております。こういった方々が非常に求職活動の難しい方等に対しまして計画的な支援を行っているところでございます。
  次の（イ）ですが、これは補正予算で行いました「キャリアアップコーナー」についての記述です。今のところ、県内で５か所程度のハローワークにこの「キャリアアップコーナー」を設置いたしまして、非正規労働者の方々に対します手厚い支援を行っていこうというふうに考えております。
  続きまして、３０ページのウのところで、公共職業訓練の活用というところですが、来年度はこの（ア）にありますように、非常に失業者の方が多いということで、できる限り離職者の方々に対しまして職業訓練を受講していただき、的確に就職をしていただくという　その中でも「特に、」にありますように、今後、雇用の受け皿として期待できる分野が、具体的には介護やＩＴといったところでの訓練を充実させるというふうに聞いております。
  もう一つは、今まで事業主の方や、主に民間教育訓練機関への委託訓練という形で実施してきた訓練がございますが、通常３か月間、例えば専門学校等に訓練を委託してきたケースが多かったんですけれども、もう少し必要な技能を習得させるということで、これを６か月間ぐらいの比較的長い訓練にしていこうと、例えば３か月ですとホームヘルパーの２級しか取れませんけれども、これを６か月にすればホームヘルパー１級の研修ができる。またはＩＴの中でもより高度なＩＴの訓練をしていこうということで、委託訓練の長期化も考えているところでございます。
  続きまして、下の方のキの方で、「雇用調整に対する的確な対応」ということで、非常に厳しい状況の中で雇用調整を予定している企業がままあるわけですけれども、各ハローワークから各地域の企業情報の収集に努めてまいりまして、できる限り離職をさせないように、各種助成制度を活用していただくように周知に努めているほか、離職を余儀なくされる場合にはできる限り事業所からの支援についてハローワークからアドバイスまたは支援を行うということで、現在も進めているところでございます。
  続きまして、３１ページの方で、今度は障害者の部分でございます。（３）の障害者対策ということで、障害者の部分につきましては、法定雇用率１．８ ％を目指して、各企業で取り組んでいただいているわけですけれども、未達成の企業につきまして、特に公的機関というのはしっかりと基準を満たしていただく必要がありますので、そういった指導を強化するというように考えております。
  また、（イ）にあります障害者雇入れ計画作成命令対象となった企業についても指導を徹底してまいります。
先般、障害者雇用促進法が改正されまして、２１年度から一部実施、本格的には２２年度から実施されることになっておりますけれども、特に今回の障害者法の改正につきましては、いわゆる納付金制度という雇用率を達成していない企業から納付金を納めていただくという制度、現在３００人を超える企業からのみ徴収しておりましたけれども、これを２００人、１００人と引き下げていくということが盛り込まれております。従いまして、２１年度は、この改正障害者雇用促進法の本格施行に向けた準備の期間ということで、特に中小企業に対しまして重点的な周知活動を行っていきたいというふうに考えております。
  続きまして、３４ページの若年者でございます。（４）の「若年者雇用対策の推進」というところでございます。特に非正規労働者の中でもフリーターと呼ばれている方々の対策をこれまでも進めてきたわけでございますけれども、２０年度は年長フリーターと呼ばれている２５歳から３５歳層を中心に各種対策に取り組んでまいりましたが、フリーターの方々も年齢がどんどん上がっていっているということで、そういったむしろ３０歳代後半層に向けて不安定就労の方々が増えてきている状況を踏まえまして、２１年度においてはいわゆる年長フリーターの３５歳までの方に加えまして、３０代後半の不安定就労者の方々も各種対策の対象者として取り込んでいき、できる限り正規雇用化に向けての支援を行っていくというのが大きなポイントでございます。
  続きまして、３５ページのウのところで、新規学卒者の中でも特に内定取消し問題への対応ということで、冒頭お話をいたしましたように、企業名の公表制度というのができておりますので、これとともに、仮に内定を取り消されてしまった就職未決定の方については現在ほかの企業で正規雇用をしていただいた場合には奨励金を支給しております。こういった制度を活用しながらできるだけ早く次の安定した就職への支援を行っていきたいというふうに考えております。
  続きまして、３６ページ（５）としまして、高年齢者雇用対策の推進でございます。高齢者の方については（ア）にありますように、高年齢者雇用安定法に基づきまして、現在６５歳までの雇用の確保措置というものを法律上義務付けられております。現在のところ、今年度までは経過措置として６３歳までの何らかの形の雇用確保の措置を講じていただくのが事業主の義務になっておりますけれども、この６３歳という年齢が今度は２２年の４月から１歳引き上げられまして６４歳にになるということで、２１年のこの１年間は義務対象年齢の引き上げに対します準備期間ということで、この点をよく事業所の方に周知するとともに、関係機関と連携しながら制度見直し等のアドバイスを含めましてしっかりした施行ができるように準備していきたいと考えております。下の方にありますように、１つはそういった６５歳までの継続雇用制度を企業の中でしっかり根づいていかせるとともに、将来的には（ウ）にありますように、何らかの形で７０歳まで働ける、むしろエイジーフリーのような形で働けるような企業の実現に向けた各種啓発支援活動を引き続き行ってまいりたいと考えております。
  続きまして、３８ページです。（６）で女性の部分につきましては、横浜駅西口の方にマザーズハローワーク横浜という施設を設けております。また、２１年度からハローワークの川崎所、藤沢所、厚木所の３か所のハローワークに同様のマザーズコーナーというものを設けておりまして、「具体的には、」の方に書いてありますように、キッズコーナーやベビーチェアの設置によって子供連れで来所しやすいような環境を整備して、働きながら子育てする女性の方向けの施設を運営しているところでございます。こちらについても引き続きしっかり運営していきたいというふうに考えております。
以上が主要な対策の部分でございます。
  その他、４０ページの上の方にケとしていまして「多様な雇用管理改善対策の推進」の中で、介護分野における雇用管理改善の推進というのがございます。２１年度からハローワーク横浜に福祉人材コーナーを設置いたしまして、介護分野での需給調整をしっかりやっていくというふうに考えておりますが、それとともに各事業所に対します助成制度が制度化されておりますので、人材の雇い入れや介護未経験者の方の雇い入れ、または福祉機器等の整備によって働きやすい職場を整備していく。こういった事業主に対します助成制度がございますので、こちらの周知また活用促進を図って、介護分野での人材確保を支援していきたいというふうに考えております。
私からは、以上です。
○柴田会長  
ありがとうございました。いろいろな対策の研究が求められているというところの御報告でございました。
  それでは、続きまして、雇用均等室の方から均等室の所管についてお願いいたします。
○西村均等室長  
雇用均等室の西村です。
私の方から平成２１年度雇用均等室の行政運営方針について御説明をさせていただきたいと思います。事務局資料６の４４ページから４７ページまでご覧いただきたいと思います。
  雇用均等室の業務は３つの大きな柱がございまして、１つ目が「雇用の分野における男女の均等の機会及び待遇の確保対策の推進」、２つ目が「職業生活と家庭生活の両立支援対策の推進」、３つ目が「パートタイム労働対策の推進」、この３つが大きな柱になっております。
  １つ目の４４ページになりますが、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保対策の推進ということで、これは男女雇用機会均等法の施行が基本になっております。まず、労働者の方が性別により差別されることなく安心して働くことができるように、均等法に基づきます積極的な行政指導によって法律の履行確保を図っていく。このためには、男女雇用機会均等法第２９条に報告徴収の規定がございまして、報告徴収を行って、その結果、法違反があれば助言、指導、勧告を行うということになっております。こういった機能を使いまして、法律の履行確保を図っていくという、これが１つ目でございます。
  それから、均等取扱いに関する紛争解決の援助ということで、労働局長によります援助の制度、それから機会均等調停会議によります調停の制度、この２つの制度によりまして個別紛争解決のための援助制度がございます。この紛争解決援助の制度は平成１９年、２０年と件数が非常に多く増えておりまして、こういった援助制度によって個別紛争解決を図っていくということを引き続き行っていきたいということでございます。
  それから、職場におけるセクシュアルハラスメント対策の推進ということですが、私どもの方に寄せられます相談の半数以上がセクシュアルハラスメントについての相談、これが非常に多くなっております。それから紛争解決援助の申立てもこのセクシュアルハラスメントの案件が非常に多くなっております。依然として職場においてセクシュアルハラスメントが多くあるという現状がございますので、このセクシュアルハラスメントについても、その防止対策について行政指導を行う。それから紛争が起こった場合には解決の援助を行うということを引き続きやっていきたいと考えております。
  それから、母性健康管理対策の推進ということですが、私どもに寄せられます相談の中ではセクシュアルハラスメントに次いでこの母性健康管理対策についての相談が多くなっております。妊娠中、それから産後１年以内の女性に対して母性保護それから母性健康管理、この必要性について周知を図る。それから当然、行政指導なり、それから紛争解決援助の制度を活用して、この母性健康管理対策を引き続き推進していくということでございます。
  それから、ポジティブ・アクションの推進ということですが、制度的には差別はないけれども、実質的に企業の中においては差別がある。そういったようなことに対して積極的に事業主がその性差別解消のための取組を行う。それをポジティブ・アクションと言っておりますが、こういったポジティブ・アクションにつきましても引き続き推進、普及促進を図っていくということを考えております。
  ２つ目の柱の「職業生活と家庭生活の両立対策の推進」ですが、これは育児・介護休業法、それから次世代法という法律がございますが、こういった２つの法律の施行を基本としてこの対策を推進していくということといたしております。
  育児・介護休業法につきましては、これは両立支援制度を規定化する。これは行政指導によって規定整備を推進していくということでございます。それから、育児休業や介護休業の取得を理由とした不利益取扱い、こういった御相談も最近増えております。こういった御相談があった場合には、この法律に基づいて適切に指導をしていくということでございます。
  それから「次世代育成支援対策の推進」とございますが、これは次世代法が改正になりまして、現在３０１人以上規模の企業においては一般事業主行動計画策定届出が義務づけられておりますが、これが法律改正によりまして、平成２３年４月１日以降は従業員１０１人以上の企業についても、一般事業主行動計画策定届出が義務化されるということになっております。ですから、あと２年です。２年の期間にこういった１０１人以上の企業に対しまして周知啓発を図っていくということを予定しております。
  「職業生活と家庭生活の両立の推進に関する周知啓発活動の実施」ということで、法律の施行だけではこういった両立支援制度はなかなか企業の中に定着していかないということですので、意識に関する周知啓発活動も引き続き行っていきたいと考えております。
  ３番目の柱でございます「パートタイム労働対策の推進」ということでございます。パートタイム労働法が平成２１年４月１日以降、改正法が施行になっておりまして、改正法に沿っていろいろ行政指導なり相談援助を行っているところですが、引き続き、この改正パートタイム労働法について定着を図っていくということ、それから紛争解決援助の制度が新たに設けられましたので、こういった援助制度を利用して企業の中の紛争解決援助を図っていくということでございます。
  「人事労務管理の専門家による支援」ということでございますが、２１年４月１日以降、こういった専門家の方が５名増員されるということになっておりますので、企業に対してパートタイム労働者の均衡処遇、それから正社員化への取組、こういったことに重点を置いて専門家によるアドバイスを事業者に対して行うということを新たに予定しております。
  それから、均衡待遇に取り組む事業主への支援ということで、助成金制度、それから短時間正社員制度についての情報提供といったことを活用いたしまして、事業主に対する支援を行っていくということを考えております。
以上が雇用均等室における２１年度の運営方針でございます。簡単に御説明させていただきました。
○柴田課長  
ありがとうございました。
  それでは、それぞれの所管につきまして御報告をいただきましたので、次に議題の３に挙がっております平成２１年度神奈川雇用戦略案（案）につきまして、これは職業安定部長から御説明をお願いいたします。
○畑安定部長  
それではお手元にお配りしていただいた資料の安定の１－１というのをごらんいただけますでしょうか。
  安定の１－１、横になってございます。「雇用政策基本方針、全国指針、地方方針のイメージ」という資料でございます。この取組は昨年、ちょうど１年前からスタートした取組でございまして、まず、本省政府の方で雇用政策基本方針という概ね５年間をプログラム期間とした基本的な雇用政策の方針というのを定めております。これは右にありますように、平成２０年２月２９日にこの方針を定めたところでございます。次に厚生労働大臣がこの方針を受けて、毎年度全国指針というものを策定することになっておりまして、これを受けて、各都道府県労働局長が地方方針というのを同じく毎年度定めるといった取組でございます。
  昨年度も同様にこの基本方針を踏まえて全国方針が出されまして、これを踏まえて私どもの方でも地方方針を定めたところでございます。神奈川労働局では特に一般的に言う地方方針を神奈川雇用戦略というふうに呼んでおりまして、２０年度を定めて、今回２回目の取組というものでございます。
  地方方針については、一番下の箱にありますように、基本的に都道府県知事の意見を聞いて策定し、また要望等をできるだけ盛り込むということで、いわゆる行政運営方針とは異なっておりまして、できる限り地方自治体と連携して、その地域特有の問題をどういうふうに対応していくかという観点から定めた計画・方針でございます。
  続きまして、次のページの１－２という方をごらんいただけますでしょうか。これが昨年定められました基本方針の概要でございます。当面、５年程度の間、次のようなということで、大きく３本柱になっておりますけれども、「だれもが意欲と能力に応じて安心して働くことのできる社会の実現」、あと「働く人すべての職業キャリア形成の促進」、多様性を尊重する「仕事と生活の調和が可能な働き方」への見直しと、こういう３つの大きなくくりのもと、各種対策を進めることによって雇用・生活の安定確保につなげていくというのがこの基本方針の大きな枠組になっておりました。
  全国方針の（案）という今回の分も示されておりまして、これを踏まえて局の方で作成いたしましたのが平成２１年度の神奈川雇用戦略の（案）というものでございます。本日は安定資料１－３というところで概要をお付けしておりますので、安定資料１－３の概要に基づいて御説明したいと思います。
  まず最初に、「神奈川緊急雇用対策の迅速・的確な実施」ということで、これは先ほどの行政運営方針と重なっておりますので、一番下の○のところだけ御説明させていただきますと、第１次補正予算の方で各都道府県に国の方から交付金というのが支出されまして、それぞれの県において基金を造成することとなっております。神奈川県においても国からの交付金を活用して２種類の基金を造成しており、緊急雇用創出事業というのと、ふるさと雇用再生事業という、この２種類の基金を造成しているところです。本格的には２１年度から３年間、この基金を活用しながら緊急雇用対策を各都道府県の創意工夫に基づいて事業を展開していくというような取組が今、準備なされているところでございます。
  このうちの緊急雇用創出事業の部分につきましては、県の方で、神奈川求職者総合支援センターというものをこの緊急雇用創出事業の一環として実施することになっておりまして、これについては県の方が主に生活就労支援、各種対策を行い、私どもハローワークの方では職業相談とか職業紹介を行うという、この施設の中で県と国が一体となって求職者の方々に総合的なサービスを提供していくということで、今、準備をしているところでございます。県の方では、今年５月の開設に向けて今、準備をしているところであるというふうに聞いております。
  下の２１年度の重点施策ということで、行政運営方針と同じように５本柱にしてございますが、特に県との連携のところで御説明をさせていただきますと、２番目の方の障害者の部分ですが、これは県の教育委員会と連携しながら、特別支援学校の保護者の方向けの企業見学会というのを実施しておりまして、これは来年度も引き続きやっていきたいというふうに思っております。
  ２つ目の○で、これは私ども労働局と県、あとは労働団体、使用者団体とともに１８年の３月に設置いたしました「神奈川県障害者雇用推進連絡会」というのがございます。こちらの構成団体と連携を取りながら、特に１，０００人以上の大企業に対して障害者雇用の働きかけを行っていきたいというふうに考えております。
  ３番目の若者の自立の実現というところですが、神奈川県の方で神奈川若者就職センター、これは一般的には「ジョブカフェ」と呼ばれておりますけれども、これを設置しておりますので、私どもハローワークと連携をしながらできるだけ非正規雇用の若い方々を正規雇用につなげていきたいというふうに思っております。
  ４番目が高齢者対策でございます。２つ目の○でございますが神奈川県と連携しながら、各ハローワークとの共催によって就職面接会を開催していきたいというふうに思っております。
  ３つ目の○で、これは神奈川県が設置しております中高年の方向けの多様な就業ニーズに対応する情報提供なり相談を行う施設で「シニア・ジョブスタイル・かながわ」というものがございます。こちらと連携を図りながら、就業希望の方についてはハローワークの方で就職に向けた支援をしていくというふうに引き続き連携に努めてまいりたいというふうに考えております。
  ページの裏側になります。５番目が女性の方ですが、これは先ほど説明しましたマザーズコーナーの運営ですが、江ノ島だったと思いますが、神奈川女性センターでも子育てお母さん再就職支援事業という、これはセミナーとカウンセリング等を実施されておりますけれども、こういった施設との連携を引き続き図っていきたいというふうに思っております。
  あと、２１年度の基本的施策と幾つか書いてございますけれども、一番最後、６番の地方公共団体との連携ということで、平成２２年に神奈川県の方で技能五輪の全国大会と全国障害者技能競技大会、これはアビリンピックと呼ばれているものですけれども、これを開催するということで、来年度も引き続き準備をされていますけれども、こちらの部分について広報活動の連携協力を行いたいと思っております。
  あと、県が実施しておりますインベスト神奈川のような産業活性化政策について人材確保面で私どもも協力していきたいというふうに思っております。
  あと、特に神奈川県と局の方とで共同で定める目標ということで３つ掲げてございますけれども、１つが障害者雇用率、これは事業所所在地集計という形で、要は神奈川県内にある企業でどれだけ障害者の方が雇用されているかという形での集計結果ですけれども、これについては２２年６月には１．９２％を目指しましょうということになっております。
  あと「ジョブカフェ」と「シニア・ジョブスタイル・かながわ」につきましては、今年度の実績以上のものを目指しましょうということで、現在、案として、雇用戦略を定めたところでございます。　以上です。
○柴田会長  
ありがとうござしました。神奈川県とのいろいろな施策がこれから進められるというようなことでございます。
  それでは、あと１つ、御報告をいただきますけれども、議題の４にございます部会の報告であります。本日は港湾労働部会の方からの御報告ということでございます。では、こちらの部会、よろしくお願いします。
○阿部課長補佐  
職業対策課課長補佐の阿部と申します。私から事務局資料７を使いまして、港湾労働部会の状況を報告させていただきます。
  去る２１年１月２２日港湾労働部会を開催いたしました。出席状況は公益委員で三村部会長をはじめ４名、労働者委員は５名、使用者委員は４名、専門委員は代理出席で３名、計１６名の委員の方に御出席いただきました。
議題は２つ、１つは港湾雇用安定等計画（案）に対する意見の取りまとめであります。もう一つは港湾労働にかかる横浜港、川崎港の状況についての報告ということであります。議事につきましては事務局代表の内田職業安定課長からあいさつ、それから委員の紹介がありました。三村部会長が議長となり議事進行していただきました。
  議題１は港湾雇用安定等計画（案）について厚生労働省建設港湾対策室原労働福祉係長より説明していただきました。本省から直接来て説明いただくというのは異例のことでございます。
議題２につきましては、港湾労働における横浜港、川崎港の状況について、職業対策課及び横浜港湾労働者雇用安定センターより説明がありました。
  質疑及び意見につきましては、活発な質疑応答が行われ、その場で取りまとめる時間が取れませんでしたので、後日１月２８日までに意見を文書で事務局あてに提出いただくということとになりました。なお、文書による意見の提出は結果として１件もございませんでしたが、質疑の中で指摘された事項につきましては、最終的に本省が取りまとめた計画には反映されていたところであります。
  最後に議事録の署名をお願いする方を依頼し港湾労働部会を終了した次第であります。港湾労働部会の状況は以上でございます。
○柴田会長  
ありがとうございました。
それでは、それぞれの御報告をいただきましたので、最初の平成２１年度神奈川労働局行政運営方針（案）、それから神奈川雇用戦略（案）、そしてただいまの港湾部会の報告、これを踏まえまして、これから質疑応答に入らせていただきたいと思います。
  まず、事前質問が使用者代表委員であります佐伯委員の方から２項目出されているということでございます。まずこれを事務局の方から御説明をお願いいたします。
○近藤補佐  
御説明いたします。使用者代表委員の佐伯委員より事前に書面による質疑が挙げられております。冒頭の資料説明で申し上げましたとおり、１枚紙で質疑の内容についてはお配りしております。
  １点目が最低賃金への取り組み方、２点目がふるさと雇用再生特別交付金の具体的展開等ということで、２点いただいておりますので、よろしくお願いいたします。
○柴田課長  
それでは、提出者の佐伯さん、何かコメントございますか。簡単に。質問につきまして趣旨とか。一応、最近の取組とか。
○佐伯委員  
最賃の方は審議会が別途ありますので、そこで十分議論されると思いますけれども、労働審議会も非常に関係が深いと思いますので、特に昨年ですか、円卓会議で最低賃金を生活保護の水準に向かっていくという方向性は国で決められたのですけれども、御承知のとおり経済環境がこんなに大きく変わって、ちょうど６～７年前ですかバブルが弾けて底に落ちたときには中央の目安のゼロとかあるいはことによるとマイナスとか、そういう目安が出たような時代に近いような、状況になってきました。当然、長期的にはそういう水準に向かっていくのでしょうけれども、基準の１１に資料を用意いただいていますけれども、２ページ目の下の方に、神奈川県は全国トップですね、山梨県の６７６ 円に比べて７６６円で、３０円上がっています。３年で生活保護レベルに達成していくというようなガイドラインもできているようなそんな全体状況があるので、今年も３０円上がって、来年も３０円上がるということで、果たしてこれがいろんな意味で、雇用対策の意味でも本当にいいのかどうかということもあります。何か常識的には長期的な目標として、例えば５年とかかけてそういうようなものを達成していくようなものに出来ないか。ちょっとこれは質問というよりも意見に近いような感じになって恐縮ですけれども、何かコメントがあればいただきたいということです。
  もう一つの方は、これは先ほど部長の方から説明あったように、雇用対策で緊急対策は１か月とか３か月とか６か月とか行政の方で雇用を急遽つくっていただいて募集を行っていますけれども、恐らく安定的な雇用という意味では何年間かそういう仕事をつくり出してやっていくという、ふるさと雇用再生特別交付金は恐らく需要創出、雇用創出の方に重点があると思うので、これは非常に我々として重視しているものですから、是非具体的な展開について今年度、来年度に向けて何かあれば是非いただきたいと、以上です。
○柴田会長  
という趣旨だそうです。それでは、２つにつきまして、それぞれの関連部署で、まず、加藤部長お願いします。
○加藤基準部長  
最低賃金の関係についてコメントがあればということでございましたが、もう佐伯委員、十分御存じのとおり、最低賃金に関する事項は神奈川地方最低賃金審議会で公益を代表する委員、労働者を代表する委員、使用者を代表する委員の三者の委員の皆様で十分御議論をいただいて、今までも決定をしてきていただいております。
労働局としてはこの審議が円滑または適正に行われますよう、賃金、雇用、経済統計をはじめさまざまな資料をしっかり出して参考にしていただくように努めるということになりますので、そこは努めたいと思いますが、審議の内容については審議会の委員の皆様にお願いをしております。
以上でございます。
○柴田会長  
では、続きまして、安定部長の方でよろしくお願いします。
○畑安定部長  
この基金事業につきましては若干触れましたけれども、本日追加で資料をお配りしておりますので、そちらの方を少しご覧いただけますでしょうか。パワーポイントの絵２枚のものです。
  タイトルが「ふるさと雇用再生特別交付金」というものと、１枚おめくりいただくと「緊急雇用創出事業」という資料でございます。
今、佐伯委員の方から御質問がありましたのはこの「ふるさと雇用再生特別交付金」の部分でございますけれども、先ほど少し触れましたように、国の１次補正予算で各都道府県の方に国から交付をされまして、県内で各基金を造成しております。
  これが２種類ございまして、１つがこの「ふるさと雇用再生」というものですが、これは趣旨が上の方に書いてございますように、地域の実情や創意工夫に基づいてその地域に住んでいる求職者の方々を雇い入れて雇用機会を創出する、そういう取組を支援する事業ですということで、そういう意味では新たな雇用機会をつくり出すという事業になります。もう一つ２枚目の方が「緊急雇用創出事業」というものがございますけれども、こちらは本当に名前どおり非常に厳しい状況の中で非正規労働者の方々を対象にしまして、安定した正規雇用につなげていくのが本来の趣旨でございますけれども、当面、雇用がない場合にそういった正規雇用へのつなぎの雇用としまして、非常に短期間の臨時緊急的な就業機会を設けて離職者の発生を予防しましょうという事業でございます。　こちらの方は本当に緊急的な対策ということで、事業の内容も、就業期間は６か月未満であることが前提になっておりますけれども、先ほどの、１枚目の「ふるさと」の事業の方は基本的に労働者の方を雇い入れて民間の方で事業を行っていただくわけですけれども、その事業そのものは都道府県の方からの基金によって事業を委託するという形式になっております。
  左の方が概念図でございますけれども、厚生労働省から交付金を交付して、都道府県の中に基金を設け、この基金の中で各種事業を都道府県の創意工夫によって計画をして、各企業の方に委託をする。企業の方で失業者の方を雇い入れて安定した雇用機会を作っていこうというのがこの事業の形態になっております。従いまして、どういうふうに基金を活用して事業を組んでいこうかというのはまさしく都道府県の創意工夫に委ねるところが大きいという事業でございまして、県の方に確認したところ、こちらの「ふるさと」の方については神奈川県として約６０億の交付金が流れております。これは３年間で事業実施をするということで、県の方ではほぼ３分の１ずつ、２１年度については約２０億円の事業を、今、組んでいるというお話でした。
  その制度は左の概念図にもありますように、都道府県が直接企業に委託するというものと、市町村を経由して市町村に10割補助を出して市町村から今度企業に委託するという事業の形態もございます。この場合は市町村で具体的な事業をそれぞれ計画いたしまして、地元の企業に委託していくという流れになりますけれども、神奈川県の方では直接この事業を実施するのと、市町村経由で事業を実施するのを約半分半分としておりますので、２１年度２０億の事業のうち１０億づつを県と市町村でそれぞれ今、事業を計画して、現在、県の方の２１年度予算の県議会の中で御議論いただいているというふうに聞いております。
  私ども局としての関与の仕方というのは、こちらの方に地域基金事業協議会というのがございますけれども、各県にこういった協議会を設置することになっております。神奈川県におきましても、神奈川県地域基金事業協議会というのを、１月２９日に開設しておりまして、その段階で２１年度はこういった事業をやりたいということを県の方からいろいろ御説明をいただいて、労働局や労使の団体の代表の方からいろいろ御意見を頂くことによって、計画の内容をチェックしたという仕組みになっております。従いまして、こういった協議会の中でできる限り私どもとして把握している地域の実情について御説明していくとともに、可能な限り助言なりお話をしていきたいというふうに思っております。
以上です。
○柴田会長  
ありがとうございました。佐伯委員、よろしゅうございますか。
○佐伯委員  
はい。
○柴田委員  
ということでございます。またあと１つ議題を残しておりますけれども、それではここでほかの方々で今まで御報告いただきました中で何か御質問等ございますか。
  はい。五十嵐さん、では、お願いします。
○五十嵐委員  
事前に出せばよかったのですが、２つぐらい聞きたいと思います。
１つは先ほどの労働保険の徴収事務等々で御苦労なされているのはわかっているのですが、一般で言う厚生年金とか国民年金と同じように消えたものだとか、保険料の嵩下げ請求だとか、等々、雇調金の活用がこれからどんどん出てくると思いますので、そういったものがあるのかないのか、端的に聞きたいと思います。
  もう一つは雇用調整の助成金の活用が各企業等々でいっぱい始まっておりますが、よくわからないとか、手続が大変だとか、計画出しても支給までに２か月も３か月もかかるとかいう話が結構あるのでございますけれども、説明会等々は的確・適切にやっておるのかどうかということと、中小企業においては教育をやるだけでも大変な、あるいは手続きを出すだけでも大変な企業も多いと思います。できれば教育を、例えば地域単位の中小企業単位でできるような仕組みづくりだとかそういった方策が取れないのかどうか。
以上２点です。
○柴田会長  
はい。どちらにお答えしていただきましょうか。
○森岡局長  
私から、１点目の労働保険料の関係で、担当総務部長はちょっと今日抜けられない用事で中座しておりますので、御説明いたします。
  労働保険料につきましては、雇用保険料分について適用徴収で集めているところでございまして、現在、適用促進事業におきまして、入っていない事業所に対しては適用促進を進めているところでございます。保険料につきましては、滞納の事業所が確かにございますけれども、徴収率97％ぐらいの収納状況を挙げているところでございます。いずれにしましても、適用促進につきましては新規に設立された事業所等で労働保険の手続が守られているといった事業についてそういった漏れがないように労働保険事務組合と連携しまして進めているという状況でございます。
○柴田会長  
はい。もう一点についてはどちらですか。
○畑安定部長  
雇用調整助成金につきましてですが、従来、雇用調整助成金ということで、休業される方、事業所に対しまして休業手当等の助成をしておったわけですけれども、１２月１日から補正予算を踏まえまして、雇調金の中小企業版、中小企業緊急雇用安定助成金というのが新しく制度化されたところでございます。
これにつきましては休業手当の助成率が５分の４と、お支払いしていただいたうちの約８割は国の方から更にまた補填するということで、非常に手厚い制度になっております。この結果、１２月から１月にかけまして、各ハローワークに大変な数のお問い合わせが来ておりました。
  当初、１月の段階では確かに御指摘のとおり非常に問い合わせが多くて、当時、制度もまだまだ固い制度でしたので、おっしゃるとおり使いにくいという意味合いで、説明が非常に時間がかかるということで、個々の事業所の方々にハローワークの窓口で説明していくとやはり相当時間がかかって待ちもかなり出ておったというふうに聞いております。
そういった状況を打開するために２月の頭からそういった個別の説明に至る前の本当に制度の概要を説明する部分についてはもっと集団的に説明しようということで、特に御相談の多いハローワークにつきましては、所内の会議室を使用し集団説明会を開催しております。
これについては局から講師を派遣してできるだけ丁寧な説明を心掛けて取り組んでまいりましたので、２月以降はそれほど窓口で説明を聞くのに大混乱しているという事態にはなっていないのではないかなというふうに思っております。
  制度そのものの仕組みの方でございますけれども、確かに非常に要件が様々ございまして、非常に使いにくい制度であったというのはいろいろ事業主の皆様から御指摘いただいたところですけれども、１２月から１月にかけまして、制度については今、大幅な見直しがされております。
従来、特に多かったのが、事業量が一定程度落ちたので休業に入りますとの要件では、その事業量がどの程度落ちたのかということで、その事業量の落ち込み具合についても一部要件がございまして、ある一定程度の落ち込みがないとこの雇調金は使えませんよといったものでしたけれども、そういった事業量の落ち込み具合については一切問わず、休業に取り組んでいただいた事業者すべてに雇用調整助成金が使えるようにしたとか、あとは従来の事業量のはかり方としてあくまで物量として、例えば製造業であれば物を何個つくったのか、その作ったものがどれだけ生産高が落ちたかという非常に細かな指標でチェックしておりましたが、基本的にはもう金額でいいと、例えば売上高がどれだけ落ちましたとかという、非常にわかりやすい指標でいいというような改正も行ってきましたので、現在は要件も非常に緩やかになってございます。
その結果、この雇用調整助成金なり中小企業雇用安定助成金に今、支給申請していただいている事業者が大変増えておりまして、２月末現在で１，６００ぐらいの事業所から計画なり支給申請をいただいているところです。
  あと、その申請から支給までの期間が長いのではないかということで、これにつきましては国の方も体制を整備しておりまして、職員は急には増えませんので、非常勤の方の体制を整備することによって、少なくとも支給いただいてから１か月以内にお支払いするというのを目標に今取り組んでいるところでございます。
  雇用調整助成金の場合は、通常の雇い入れ助成金と異なっておりまして、支給が遅れると非常に会社が危ないことになりかねないので、これについては最優先で事務処理をして速やかに支給できるように今取り組んでいるところでございます。
以上です。
○柴田会長  
はい。ということでよろしゅうございますね。時間も迫っていますので、あとお一人ぐらい、どなたか。では、柏木委員。
○柏木委員  
先ほど本編の２７ページ、求人の充足率が２０．５％という設定にされたというお話でしたけれども、状況が厳しいともっと本当は行くのではないかなという素朴な疑問を持つわけなんですが、こういう数値を設定した理由と、そもそも充足率が上がりにくいというのがどの辺に起因していると分析されているのか教えていただければありがたいと思います。
○畑安定部長  
数字につきましては、１９年度、２０年度の各種指標を推計いたしまして、それで弾き出している数字でございます。もっと上がるのではないかというのは当然あると思われますが、いわゆる求職者の方々が希望していた、事務関係のお仕事とか製造業でのお仕事というのはどんどん減ってきておりますので、求人全体が減ってきている中でも、特に求職者が希望する、働きやすいというのでしょうか、そういった求人がまさに減ってきているわけで、そういう意味では介護のように求人はあるけれども、昔からなかなか希望される方が少なかったという求人が総体的に多くなってきておりますので、そういう意味では、劇的に充足率が上がるというわけではありません。
そういう意味ではやはりミスマッチという面があるのかなというふうに思っています。
○柴田会長  
よろしいですか。
  それでは、まだ御質問等がございましたら、また個別にということでお願いをいたしまして、残りの５番目、地域雇用開発促進法によります川崎市地域雇用創造計画、これにつきまして、これから御説明いただきながら議論したいと思います。
  では、よろしくお願いします。
○平野室長  
御説明いたします。事務局資料の１２をご覧ください、この２枚目の裏から３枚目にかけて地域雇用創造計画ということで第６条が記載してあります。この法律の条文記載のとおり、厚生労働大臣は地方公共団体から地域雇用創造計画の提出がなされた場合であって、同法の第６条第５項の一から三、下線を引いている箇所ですね、これにいずれも該当するものであると認められたときは、その同意をするものと定められております。
  また、第６条第６項により、厚生労働大臣は第６条第５項で同意する場合は都道府県労働局におかれる政令で定めた審議会の意見を聴かなければならないと定められております。それに従いまして、事務局資料の１０を見ていただきたいんですけれども、この書面により既に局長の方から審議会会長へ意見照会をさせていただいております。そういうことでございますので、ひとつよろしくお願いいたします。
○柴田会長  
はい。今、御説明をいただきました第六条５項で、この審議会の意見を聞くということのようでございます。それでは、中身につきましては、職業安定部長の方ですか。よろしくお願いします。
○畑安定部長  
事務局資料の８の方をご覧いただけますでしょうか。８の方の資料が「地域雇用開発促進法について」ということで、今、事務局から説明もありましたが、この地域雇用開発促進法というものですが、地域内に居住する労働者の方に対して就職の促進その他の地域雇用開発のための措置を講ずることによって、これらの者の職業の安定に資することを目的としていますということで、具体的には（１）にありますように、特に雇用情勢が厳しい地域を２つの類型に分けまして、それぞれ地域を指定して定めております。それぞれ定められた地域にのみ重点的に施策を講じて、地域の雇用開発を進めていこうというのが大きな流れになっております。
  この２つの地域類型のうち、１つ雇用開発促進地域、これは非常に雇用情勢が厳しい地域で、もう一つが自発雇用創造地域ということで、これは地域の雇用創造に向けた意欲が非常に高い地域で、これに対して国としても支援していきましょうという、この２種類の類型がありますが、今回、川崎市がエントリーしているのは２つ目の自発雇用創造地域というものの計画を策定してきたというものでございます。
  市が策定した計画に対しまして、審議会で意見を聴取するとともに、最終的には厚生労働大臣が同意することによって、この地域が指定されるというような制度になっております。
（２）にありますけれども、ではこの地域指定を受けた場合にどういうメリットがあるのかということころですけれども、自発雇用創造地域につきましては、地域に雇用機会を創造するための協議会というのを設けることになっておりまして、この協議会が提案する雇用創出、能力開発、就職促進と、この３つの事業をそれぞれ計画していただきまして、この内容が非常に雇用創出効果の高いものにつきましては国から事業を委託するというような枠組になっております。
  この、国からの事業の委託というのが下の括弧書きにありますように、地域雇用創造推進事業と呼ばれるもので、計画期間が最大３年間、各年度２億円を上限に国からの事業が委託されるということで、これによって更に地域の自主的に雇用機会の取組を支援していこうというような流れになっております。
  次の裏のページになりますけれども、これは国から委託される地域雇用創造推進事業の概要でございますが、これは割愛させていただきます。
  事務局資料の９番というものが、今回、川崎市が提案してきた地域雇用創造計画の概要になっております。これについて御説明させていただきます。
１つ、まず地域の区域ですけれども、これは川崎市です。２番目には要件を満たしていることを明示するということで、各種資料に基づいて説明しております。
  次に地域の概況ということで、既に御承知のことと思いますけれども、製造業、サービス業が減少しながらも医療・福祉が増加して、高齢化に伴う産業構造の変化が見られる。こういったことを受けて、川崎福祉産業振興ビジョンというものを策定したり、川崎基準というものを制定することを通じて、地域において福祉産業の振興を今、図っているところであるということです。
  このビジョンも川崎基準というのも、20年の３月に制定したものでございますから、特にこの川崎基準というのが※１番として、大変小さくて見にくいかと思いますけど、Ⅱの３の下の方に※１として、川崎基準（Kawasaki Innovation Standard）とありますけれども、これは福祉器具を、川崎ですからものづくりのまちということで、福祉器具をつくることによって、市としての大きな目玉産業にしていきたいという取組がございまして、その福祉器具をつくるに当たっての基本的な考え方を定めたのがこの川崎基準というものです。
８つの理念、ここにありますように、人格、尊厳の尊重、ノーマライゼーションなどという８つの理念を示しておりまして、その理念それぞれに基づいてガイドラインをつくっております。そのガイドラインに基づいた福祉企業をつくることによって一定程度要件を満たしていれば認定するというような仕組みを今、川崎市がつくっているということでございます。
  こういったものを踏まえまして、この地域雇用創造計画の中では、２ページ目の方をごらんいただきますと、Ⅳとしまして、地域の重点分野ということで、福祉ものづくり分野、これは福祉器具をものづくりの伝統のある川崎市の方でつくっていこうということです。２つ目の重点分野として福祉サービス分野、これはいわゆる介護事業のようなものです。この２つを雇用開発の重点分野としていきたいというふうに言っております。
  この事業を進めていく母体としまして、川崎市地域雇用創造推進協議会というのを設置いたしまして、ここの構成員にありますように地域の各種団体がまとまってこの協議会に参加しております。メインになるのはこの川崎商工会議所でございまして、主にこの計画につきましても川崎市と川崎商工会議所が連携しながらこの計画策定に向けて進めてきたというところでございます。
  提案される具体的な事業のイメージがこのⅥのところにありますけれども、１番が今回の国からの地域雇用創造推進事業として実施したい事業の計画になります。大きくは３本柱。雇用拡大メニューというもの、２つ目が人材育成メニュー、３つ目が就職促進メニューということで、この雇用拡大メニューは事業主の方々に対しまして、この川崎の福祉ものづくりについての御説明をしたり、企業の合同説明会を開催するというものです。
  人材育成メニューにつきましては、いわゆる研修というものですが、能力開発の事業としまして、３種類の訓練を行っていきたいと。福祉ものづくり学科、福祉サービス学科、マネージメント学科というものです。ものづくり学科につきましては、これはＩＴ関係になりますけれども、福祉企業の中でもかなりコンピュータが埋め込まれたものがございますので、そういったシステムに対するソフトウエア開発、この２番目の福祉ソフトウエアコースというのは主にネットワークやウェブの関係のコースをすると言っております。あと、ユニバーサルデザインは、これは福祉器具にとって必要なユニバーサルデザインの考え方を身につけてもらおうというものです。
  福祉サービスは主としてはいわゆるホームヘルパーコースをイメージしていただければいいと思いますけれども、それに加えまして、この川崎基準の概念を踏まえたより心理的な面もしっかり勉強していただいた、そういうふうなコースづくりをしていきたいというふうに言っております。
  ３番目の就職促進メニューはこういった研修を受けた方々に対しまして企業の合同就職説明会を、またキャリアカウンセリングを実施することによって、育成した人材を必要な重点分野の方にどんどん供給していこうというのが全体の構想になっております。
  ２番目の方は、これは既に川崎市として現在取り組んでいる、または21年度に向けて取り組んでいきたい、これは市独自の事業ですが、１、２、３と、この３つの事業と国からに委託事業を合わせることによって、この２つの充電分野での雇用機会の開発を行っていきたいというのが全体の構想になっております。
以上です。
○柴田会長  
というよう内容での川崎市の地域雇用創造計画ということでございますが、こういうのは大いにやっていただくということだろうと思うんですが、何か特別に質問等ございますか。よろしゅうございますか。
  それでは、これにつきましては、当審議会としてはこの計画を妥当であるという形で結論したいと思います。それでよろしゅうございますね。
  では、それについて配布資料があるようでございますので、急いでお願いします。
  基本的には労働局長からこの審議会の意見を求めるということがありましたので、回答ということで、これは読み上げはよろしいんでしょうね。このまま読んでいただいて、ここに森岡局長に対する本審議会の回答を妥当と認めるという、これで決定したいと思います。よろしゅうございますね。
（「異議なし」と声あり）

○柴田会長　
ありがとうございました。
  それでは、最後ちょっと急いで申し訳ございませんでしたが、用意されました審議報告事項等はすべて終了ということでございます。
本日の議事録の署名を最後にお願いしたいんですが、労働者側は柏木委員、使用者側は佐伯委員に議事録の署名をよろしくお願いします。
  それでは、以上をもちまして、平成20年度第２回神奈川地方労働審議会を終了ということでございます。事務局の方から何かございますでしょうか。
○平野室長  
会長はじめ委員の皆様方にはお忙しい中、御出席ありがとうございました。時間制約の中、十分な発言の機会を確保できなかったことをお詫び申し上げます。出されました御意見につきましては十分これらを踏まえまして、今後も的確な行政運営に努めてまいりたいと考えておりますので、今後ともどうぞよろしくお願いいたします。どうもありがとうございました。
○柴田会長  よろしくお願いいたします。これで閉会といたします。ありがとうございました。
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